	家具小売業


業界は需要不振の状況にあり、値下げ競争が激化している。この影響で、大型店が顧客数と売上げを伸ばす一方、中小小売店の多くは売上げが低迷している。構造的な要因もあり売上げ回復の目途はたっていないが、アウトレット商品の販売、きめ細かい接客、家具を含む生活用品全般の提案販売に特徴を持つ中小小売店の業績は、比較的好調である。また、業界の活性化に向けて、広域の企業ネットワークを構築し、人材育成と新たな需要創造に取り組む動きもみられる。
商品と業界の概要
家具は、衣食住に密着した道具で、収納とインテリアの機能を併せ持つ商品である。主な材質は、①広葉樹や針葉樹などの木材や合板、②金属、③プラスチック、④籐などで、形状で分類すると、①箱物家具（たんす、棚物、鏡台等）、②脚物家具（いす、テーブル、机等）、③ベッド、④特注家具（公共・民間建物や学校用の家具等）、⑤小物家具（傘立て、帽子掛け等）に分類される。このほか、発祥地別では和家具と洋家具に、用途別では家庭用と事務用に分類できる。事務用家具は、メーカーが直接または販売会社経由で販売しているので、ここでは、主に家庭用の家具小売業についてみていく。
家具小売業の営業形態には、家具小売専業のほか、卸小売兼業、製造小売兼業があるが、現在は、工房を併設する小規模な企業を除き、小売専業の企業がほとんどである。オレンジストリートの愛称で親しまれる大阪市西区の立花通や、スマイルロードの愛称で親しまれる枚方家具団地といった集積地には、かつては製造小売業が存在したが、海外生産品の流入や後継者不足などの理由により、小売専業への転換が進むほか、廃業に至る企業もある。
また近年は、大型店のほか、アウトレット店、ディスカウント店、ホームセンター、住宅・住設機器メーカー、通信販売業といった異業種企業の参入が一般化した。また、ファブリック（カーテンやテーブルクロスなどの布地）やインテリア雑貨など、家具のほか生活用品全般を販売する企業が増え、商品や品揃えの多様化が進んでいる。
商品の流通については、国産品は、生産地から産地問屋と消費地問屋を経由する従来の流通経路のほか、問屋を経由しないメーカーからの直接仕入があるが、後者が主流になりつつある。輸入品は商社を通じて仕入れる企業が多い。このほか、広域で協業ネットワークを組織して、国内外の仕入先とパートナーシップを結び、商品開発や商品調達を共同で行っている中小小売店もある。
大阪の家具小売業
家具小売業は、東京、名古屋、大阪といった都市に多く所在する。平成19年の大阪府の「家具小売業（従業者2人以下を含む全数）」は、事業所数769、従業者数4,977人、年間販売額1,187億6,100万円で、それぞれ対全国比は、7.6％、7.9％、9.1％である（経済産業省『商業統計表　産業編』）。
事業所数は、東京都に次いで多いが、需要不振や後継者不足の影響を受け、減少の一途を辿っている。平成16年の調査結果と比較すると81％の水準に減少し、全国もほぼ同じ傾向を示している。全事業所の約9割は従業者規模9人以下の事業所で、全事業所の約4割が個人企業というように、小規模企業が多い。
また、従業者の男女比はほぼ半々で、1事業所当たりの従業者数は6.3人と全国平均とほぼ同じである。
年間商品販売額は、全国に比べると下落率は小さく、1事業所当たりの年間販売額（1億5,400万円）、従業者1人当たりの年間販売額（2,400万円）とも、全国平均を上回る。
需要の動向

家具に対する需要は、市場が成熟している上、住宅着工件数、婚姻件数、出生率、小学校入学者数、民間設備投資の影響を受ける。近年、住生活様式の変化、少子高齢化、買い替え時期の先延ばしなどにより、家具の市場規模は、平成3年の半分程度に縮小したといわれる（日本経済新聞平成21年7月28日）。

住宅着工件数は、中長期でみると減少している上、婚姻件数、婚姻率、出生率も徐々に減少している。こうした現状から、家具に対する支出金額も年々減少しており、今後も、家具に対する需要増は期待しにくい状況である。
需要全体が伸び悩む中で、比較的売れ行きの良いのは、ブライダル関連のダイニングセット、ベッド、ソファなどのほか、地上デジタルテレビ向けのボードである。

売上げは低迷
構造的な要因による需要不振に加えて、昨秋以降の金融経済危機による景気後退の影響を受けて、個人所得が減少し、家具の売上げは低迷している。このため、業界全体で値下げ競争が激化している。

大型店は、昨年以降、円高差益などを原資に今年の８月までに各企業とも数千品目を5～25％程度値下げしており、中小小売店も追随して20％程度値下げしている状況である。その結果、低価格品を販売する大型店は、低価格戦略に対する顧客の支持を得て売上げを伸ばしているが、中小小売店の売上げは、高級品の販売が不振である上、低価格品についても積極的な宣伝活動を展開している大型店に顧客が流れているため、昨年に比べて20％程度下落している。平日はもとより、土休日の集客にも苦慮し、売上げ回復の目途はたっていない。そうした中で、売上げが比較的好調なのは、高級品のアウトレット商品を扱う企業である。その店舗の多くは郊外に所在しているが、通常商品よりも30～40％程度安く購入できるとあって、大型店の低価格商品に満足できない顧客やブライダル顧客が、広域から来店している。

輸入家具の浸透
国産品の家具の販売額が減少しているのに対して、家具の輸入額総計は年々増加しており、平成20年は4,655億円に達している。輸入上位国は、中国2,399億円、ベトナム306億円、タイ268億円などで、ドイツやイタリアなど欧州の高級家具の輸入額を大きく引き離し、アジア諸国の安価な商品が輸入品の中心を占めている（財務省『貿易統計』）。大手の家具メーカーや量販店が、自社で企画した商品をアジア各国で生産しており、製造技術の移転が進み、デザインや品質が向上していることから、今後も輸入額が増加するとみられる。

経営努力と業界活性化の取組

商品の値下げが常態化する中で、各企業とも収益の確保に向けた経営努力を続けている。
大型店は、積極的に新規出店を計画している。店舗増に対応するため、新規採用に意欲的であるとともに、国内に大型物流センターを建設し、生産国から商品を直送できる体制に切り替えつつある。これにより、国内外の輸送コストを削減でき、更に値下げが可能になると考えられる。大型店は、不況を前向きに捉えており、在宅時間が長くなれば家具やインテリアに対する関心が高まると予測し、住空間全般の提案と生活雑貨の拡大に注力している。店内は、低価格ながら、デザイン性に優れた家具や生活雑貨を幅広く揃え、回遊性のあるテーマパークのようである。顧客自身が自らの生活空間を創造できる具体的なアイデアと商品を提案することで、大型店に対する顧客の支持は根強いと思われる。
一方、中小小売店の一部は、大型店にないきめ細かい接客、顧客の立場に立った商品提案、販売後の顧客管理などを徹底することで業績の底上げを図ろうとしている。ビジュアル・マーチャンダイジング（商品の特徴を視覚的に演出する売場構成）を重視した店舗内装にするほか、顧客満足の向上に向けて既存従業員の育成を強化するところもある。
なお、比較的業績の良い企業では、積極的な経営方針を有すると同時に、合理化やコスト削減にも取り組み、メンテナンスや配送サービスを完全外部委託化するなどして、顧客対応に経営資源を振り向けるといった戦略的な取組を進めている。
このほか、全国の小売店19社で構成する「輸入家具共同買付機構」は、15年目を迎えた今年、「家具事業革新連盟」に改称し、輸入家具の共同仕入に加えて、若手経営者や販売従業員の育成、新たな需要の創造、住生活やライフスタイルの提案に取り組み、業界とメンバー各社の活性化に向けて活発な活動を展開している。また、枚方家具団地は、特定の商品（ベッドや座卓など）やデザイン（モダンやシンプルなど）に特化して、店舗間の個性を競い合うとともに、産学連携で新商品の開発に取り組むことによって、集積地としての魅力を高めようとしている。

今後の見通し

業界の経営環境は厳しく、中小小売店では15～20％程度減収減益の企業が多く、赤字に陥る企業もある。このため、企業の多くは、明確な将来展望を描き、具体的な経営改善策に取り組むことが難しい状況である。今後、高級品や付加価値の高い商品と低価格品に対する需要の二極化が進むことが予想される。そして、大型店と店舗の活性化に積極的に取り組む中小小売店が、業界の牽引役になると考えられる。新たな事業展開を目指す中小小売店には、家具のほか生活用品全般を含めた具体的な商品提案力を持ち、顧客一人ひとりに対してきめ細かい接客を実践し、顧客に新しい居住空間を気付かせるような業態を目指すことが求められる。また、商品の性格や購買者の属性等を考えると、販売担当の女性従業員を重点的に育成することも有効でないかと考えられる。
（天野　敏昭）
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平成 6年

1,488

7,068

162,881

17,177

91,012

2,205,408

9年�

1,303

5,830

146,807

15,495

84,231

2,083,065

11年

1,111

5,716

124,471

13,992

81,466

1,906,875

14年

1,006

6,110

265,642

12,892

76,960

1,769,774

16年

950

5,309

125,378

12,312

71,574

1,527,666

19年

769

4,977

118,761

10,111

63,383

1,306,581

（注）平成11年及び16年の値は簡易調査による。

表　家具小売店事業所数、従業者数、年間商品販売額

（単位：事業所、人、百万円）

大阪府

全国

資料：経済産業省『商業統計表』、大阪府『大阪の商業』
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